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住友商事の価値創造モデル
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価値観 ー 1.1企業理念と経営のビジョン

目指すべき企業像：Corporate Vision

 私たちは、常に変化を先取りして新たな価値を創造し、広く社会に貢献するグローバルな企業グループを目指します。

経営理念：Management Principles

 企業使命：健全な事業活動を通じて豊かさと夢を実現する。（Corporate Mission）
 経営姿勢：人間尊重を基本とし、信用を重んじ確実を旨とする。（Management Style）
 企業文化：活力に溢れ、革新を生み出す企業風土を醸成する。（Corporate Culture）

行動指針：Activity Guidelines
 住友の事業精神のもと、経営理念に従い、誠実に行動する。
 法と規則を守り、高潔な倫理を保持する。
 透明性を重視し、情報開示を積極的に行う。
 地球環境の保全に十分配慮する。
 良き企業市民として社会に貢献する。
 円滑なコミュニケーションを通じ、チームワークと総合力を発揮する。
 明確な目標を掲げ、情熱をもって実行する。

「経営理念」を実現するための企業および役員・社員の日常の行動
の在り方を定めたガイドライン

住友400年の歴史に培われた「住友の事業精神」をベースに、今日的
かつグローバルな視点を加えて、平易かつ体系的に整理し直したもの

 信用・確実 ：信用を重んじ確実を旨とする
 浮利を追わず ：価値の創造、機能の重視
 公利公益 ：広く社会に貢献する「自利利他公私一如」
 進取の精神 ：変化の先取り、企画の遠大性

住友の事業精神（約400年）

住友商事グループの経営理念・行動指針（1998年）

コーポレートメッセージ（2019年）
 Enriching lives and the world

創立100周年に当たる2019年に、社会と共に歩ん
できたこれまでの100年の歴史を振り返るとともに、こ
れからの100年を見据えて策定
(≒Purpose)
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価値観 ー 1.2社会との接点

マテリアリティは、当社グループの一つひと
つの事業が、それぞれどのように社会に貢
献するのかを4つの課題に整理し、経営上
の課題2つと併せて、6つの課題としてまと
めたもの。

重要社会課題は、当社グループが取り組
むべき社会課題を定め、それぞれの課題
に対する長期目標を設定したもの。

これらの課題・目標は、当社グループが、
自らの強みである人的リソースやビジネス
ノウハウ、グローバルなネットワークやビジ
ネスリレーションを活かして社会に果たす
役割を示すものであり、当社グループの事
業活動全体の指針となるもの。
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2.1.1 バリューチェーンにおける位置づけ
 バリューチェーンを俯瞰し、プロフィットプールを見つける
 バリューチェーン全体に関わり、一気通貫のサービス提供
 川中川下を保有することにより、川上のリスク低減

2.1.2 差別化要素およびその持続性
 ビジネスドメインを持たないことにより、柔軟に事業モデルを変更可能
 バリューチェーンを俯瞰して、新たな機能を提供するリスクテイク能力
 10万社を超える取引先・パートナーのニーズ
 新興国におけるビジネスノウハウ、ローカルパートナーとの関係
 一定のマーケットシェアを持つ事業
 プロジェクトマネジメント能力

ビジネスモデル ー 2.1市場勢力図における位置づけ
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2.2.1 競争優位の源泉となる経営資源・無形資産
 7つの経営基盤
財務資本：健全な財務基盤、コアリスクバッファーとリスクアセットのバランス
人的資本：D&I、グローバルフィールドで新たな価値創造ができる人材、Pay for job pay for performance
知的資本：多様な事業を展開する中で事業経営に関わる多様な知見・ノウハウの蓄積・共有
組織・グループ資本：81か国・地域に900社以上のグループ会社、取締役会を通じたガバナンス、人材の派遣
グローバルネットワーク資本：10万社以上のビジネスパートナー
ビジネスリレーション資本：66か国・地域、136拠点の事業拠点、81か国・地域、900社以上のグループ会社
ブランド資本：100年間育んできた「信頼」のブランド

2.2.2 競争優位を支えるステークホルダーとの関係
 10万社を超える取引先・パートナーのニーズ
 産・官・学と一体となった新規ビジネス
 新興国における政府やローカルパートナーとの関係
 官公庁、JBIC、NEXIとの関係
 消費者との多様な接点

2.2.3 収益構造・牽引要素（ドライバー）

ビジネスモデル ー 2.2競争優位を確保するために不可欠な要素
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住友の事業精神：「自利利他公私一如（じりりたこうしいちにょ）」
→「住友の事業は、住友自身を利するとともに、国家を利し、社会を利するほどの事業でなければならない」
→つまり、環境や社会に貢献することにより、収益を得る

各種方針等の制定
コーポレートガバナンス原則
社外役員の選任及び独立性に関する基準
情報開示方針
住友商事グループ・コンプライアンス・ポリシー
住友商事グループ贈賄防止指針
グループ税務方針
環境方針
社会貢献活動の基本的な考え方
サプライチェーンＣＳＲ行動指針
住友商事グループ人権方針
ワーク･ライフ･バランス･ポリシー
情報セキュリティ基本方針
プライバシー・ポリシー
・・・

持続可能性・成長性 － 3.1ESGに対する認識
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持続可能性・成長性 － 3.2主要なステークホルダーとの関係性の維持
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3.3.1 技術変化の早さとその影響
 DXセンター：技術革新と急速な社会のデジタル化に対応したビジネスモデル改革を推進（300件以上のプロジ

ェクトが進行中）
 CVC：既存ビジネスのバリューアップにつながる可能性のある技術やビジネスモデルに投資
 気候変動：石炭火力発電（10年単位のビジネス）などに対する逆風

3.3.2 カントリーリスク
 地域別のエクスポージャーを取締役会に報告
 特定国（エクスポージャーが大きい国・地域）については、将来リスクも含めた最大リスク量を管理

3.3.3 クロスボーダーリスク

持続可能性・成長性 － 3.3事業環境の変化リスク
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4.1. バリューチェーンにおける影響力強化、事業ポジションの改善
 経営資源の傾斜配分
 不採算事業からの撤退
 各事業のフルポテンシャル発揮

4.2. 経営資源・無形資産等の確保・強化
4.2.1. 人的資本への投資
 新人・キャリア採用活動
 Sumisho Business College等、各種社内外研修
 育成ローテーション
 語学研修
 海外トレーニー
 ベンチャー等への派遣制度
 ・・・

4.2.2. 技術（知的資本）への投資
4.2.2.1. 研究開発投資

 R&D投資を実施（管理高度化中）
4.2.2.2. IT・ソフトウェア投資

 会計システム、人事システム、セキュリティ、Office環境
4.2.3. ブランド・顧客基盤構築
4.2.4. 企業内外の組織づくり
4.2.5. 成長加速の時間を短縮する方策
 M&A、パートナーの知見活用、外部資本活用

戦略



11

4.3. ESG・グローバルな社会課題（SDGs等）の戦略への組込
 6つの重要社会課題の特定と長期目標の策定（P3：1.2社会との接点を参照）
 重要社会課題に対して中期目標・KPI策定中
 各事業戦略において、機会とリスクを踏まえた戦略策定

4.4. 経営資源・資本配分（キャピタル・アロケーション）戦略
 現中計：メガトレンドと当社の強みを踏まえて、３つの成長分野を特定（投資枠：3000億円）
 デジタル×テクノロジー
 社会インフラ
 ヘルスケア

 次期中計：検討中

4.4.1.事業売却・撤退戦略を含む事業ポートフォリオマネジメント
 注力事業への経営資源配分
 ROICを含む複数指標に基づき、不採算事業を特定。改善へのロードマップor撤退。

4.4.2. 無形資産の測定と投資戦略の評価・モニタリング
 毎年2回の戦略会議で各事業のPDCAと経営資源配分を議論
 年1回の投資先評価により、不採算事業の特定

戦略
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5.1 財務パフォーマンス

成果と重要な成果指標
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5.1.1. 財政状態及び経営成績の分析(MD&A等)
 2019年度有価証券報告書P28~

5.1.2. 経済的価値・株主価値の創出状況

成果と重要な成果指標
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株主資本コスト ROE WACC ROIC(営業利益ベース） ROIC(純利益ベース） PBR（右軸）

一見、大きな減損時以外は超過収益を出しているように見えるが、PBRを見ると市場の期待には応えられ
ていない。
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5.2. 戦略の進捗を示す独自KPIの設定
 個別事業：共通指標はROIC）。事業特性により、売上高、純利益、契約数など、適切な指標設定。
 全社：ROE、純利益、一過性を除く収益（≒Cash flow）

5.3. 企業価値創造と独自KPIの接続による価値創造設計
 各事業の成長ステージにより個別KPIは異なるが、最終的にはROIC＞WACCにつながる指標を設定

5.4. 資本コストに対する認識
 5.1.2参照
 リスク・リターン経営→ROIC・WACC

5.5. 企業価値創造の達成度評価
 5.1.2参照

成果と重要な成果指標
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6.1. 経営課題解決にふさわしい取締役会の持続性

ガバナンス
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6.2. 社長、経営陣のスキルおよび多様性

（経営陣の略歴）
 社長：インドネシア住商社長、経営企画部長、環境・インフラ事業部門長
 CSO：環境インフラプロジェクト事業本部長、経営企画部長
 CFO：財務部長、財務・経理・リスクマネジメント担当役員補佐
 CAO：環境・インフラ事業総括部長、米州住友商事会社副社長兼CFO、人事・総務・法務担当役員補佐
 金属事業部門長 ：金属、東アジア総代表
 輸送機・建機事業部門長 ：自動車、南米支配人
 インフラ事業部門長 ：インフラ
 メディア・デジタル事業部門長 ：金属、米国住友商事社長
 生活・不動産事業部門長 ：不動産
 資源・化学品事業部門長 ：金属、米国住友商事社長

ガバナンス
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6.3. 社外役員のスキルおよび多様性

ガバナンス
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6.4. 戦略的意思決定の監督・評価

6.5. 利益分配の方針
 基本方針：長期にわたり安定した配当を行うことを基本方針としつつ、中長期的な利益成長による配当額増加

を目指す。
 中計配当方針：連結配当性向30%程度を目安に、基礎収益やキャッシュ･フローの状況等を勘案の上 、配当

額を決定。

ガバナンス

 経営執行の最高意思決定機関：経営会議
（社長、3コーポレート担当役員、6事業部門長）

 部門戦略のPDCA：年2回の戦略会議

 会社のPDCA：経営会議、シニアマネジメント
会議（年2-3回）
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6.6. 役員報酬制度の設計と結果

ガバナンス
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6.7. 取締役会の実効性評価のプロセスと経営課題

ガバナンス
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サステナビリティ経営（個人意見）

＜Corporate purpose＞
 Enriching Lives and the World

＜Business Unit purpose＞
 金属 ：Enriching the world with low environment impact materials
 輸送機・建機 ：Enriching lives with efficient mobility
 インフラ ：Enriching lives with efficient infrastructure 
 メディア・デジタル ：Enriching lives through media and digital
 生活・不動産 ：Enriching lives through clothing, food, and housing 
 資源・化学品 ：Enriching the world with low environment mineral resources & energy and chemicals

＜How we do＞
 経営資源の傾斜配分
 資産の入替（社会環境の変化を踏まえて積極的な入替）
 中長期の時間軸で取り組む課題・KPI設定（短期PLに依存しない経営）
 不確実性の高い事業環境の中で多様なシナリオ想定

＜What we have＞
 BSに現れない当社の強み＝非財務情報

 顧客基盤、パートナー
 新興国におけるプレゼンス
 ・・・
⇒「2.2競争優位を確保するために不可欠な要素」の中で、当社の競争優位がどのように継続的に
収益につながっているかのストーリーを具体的に示すことがPBR＞１につながる

“コーポレートメッセージ”として2019年制定

これを勝手に部門に落とし込んでみたら・・・
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